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【開催日】 平成２９年１２月６日 

【開催場所】 第１委員会室 

【開会・散会時間】 午前１１時２０分～午後１時９分 

【出席委員】 

分 科 会 長 河 野 朋 子 副 分 科 会 長 伊 場   勇 

委 員 笹 木 慶 之 委 員 髙 松 秀 樹 

委 員 長谷川 知 司 委 員 宮 本 政 志 

委 員 森 山 喜 久   

【欠席委員】 なし 

【委員外出席議員等】 

議 長 小 野   泰 副 議 長 矢 田 松 夫 

 

【執行部出席者】 

副市長 古 川 博 三 総務部長 芳 司 修 重 

人事課長 辻 村 征 宏 人事課給与係長 林   善 行 

税務課長 藤 山 雅 之 税務課課長補佐 伊與木   登 

税務課主査兼市民税係長 亀 田 由紀枝 税務課収納係長 畑 中 徳 行 

税務課固定資産税係長 原 田 貴 順 総合政策部長 川 地   諭 

財政課長 篠 原 正 裕 財政課課長補佐 山 本   玄 

財政課調整係長 鈴 木 一 史 財政課調整係主任主事 伊 勢 克 敏 

財政課財政係主任主事 久 保 弘 明 文化・スポーツ振興部長 姫 井   昌 

文化振興課長 西 田   実 文化振興課課長補佐 渡 邉 俊 浩 

教育長 宮 内 茂 則 教育部長 尾 山 邦 彦 

学校教育課長 三 輪 孝 行 学校教育課主幹 麻 野 秀 明 

学校教育課学務係長 三 藤 恵 子 社会教育課長 和 西 禎 行 

社会教育課課長補佐兼青少年係長  臼 井 謙 治 社会教育課主査兼社会教育係長 西 村 一 郎 

社会教育課人権教育係長 吹 上 智 幸   

【事務局出席者】 

事 務 局 長 中 村    聡 議 事 係 長 中 村 潤之介 
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【付議事項】 

１ 議案第８３号 平成２９年度山陽小野田市一般会計補正予算（第５回）

について（総務文教分科会所管部分） 

 

午前１１時２０分 開会 

 

河野朋子分科会長 ただいまから一般会計予算決算常任委員会の総務文教分科

会を開会いたします。議案第８３号について総務文教分科会所管部分に

ついて審査を行います。それでは、執行部の説明をよろしくお願いいた

します。 

 

藤山税務課長 それでは平成２９年度山陽小野田市一般会計補正予算第５回に

ついて、まず税務課から最初に説明します。補正予算書の１１、１２ペ

ージと、お手元のＡ４横の資料、右上のタイトルが議案第８３号参考資

料（税務課）となっているものを御覧ください。１款市税１項市民税１

目個人について、４，０００万円増額補正し、補正後の予算額を２７億

７，６５２万８，０００円とするものです。内訳は１節現年課税分で個

人所得割が４，０００万円の増額となっています。県内景気は、緩やか

な回復基調にあり、個人所得の増加が期待できると判断し、個人所得割

の平成２９年度の当初予算額については、前年度当初予算額と比べて

３，８５８万３，０００円、１．５％の増収を見込んで、２５億９，８０８

万１，０００円としておりましたが、当初の見込みよりも、納税義務者

数、個人所得ともに伸びてきたことから、４,０００万円の増額補正を行

うものです。次に、１款市税１項市民税２目法人について、４，４００

万円増額補正し、補正後の予算額を８億９,４９２万４，０００円とする

ものです。内訳は１節現年課税分で法人税割が４，４００万円の増額と

なっています。法人税割の平成２９年度の当初予算額については、市内

主要法人の経理担当者からの聞き取り調査や、主要法人が公表する昨年

９月末時点の業績予想などから、前年度当初予算額と比べて２億３，４４６



3 

 

万２，０００円、２５．８％の減収を見込んで、６億７，６０３万

９，０００円としておりましたが、一部の企業で業績が好調であったこ

とから、４,４００万円の増額補正を行うものです。次に、１款市税２項

固定資産税１目固定資産税について、５，２００万円増額補正し、補正

後の予算額を４９億６,５２４万１，０００円とするものです。内訳は１

節現年課税分で償却資産が５，２００万円の増額となっています。償却

資産については、９月議会において、当初の見込みよりも総務大臣配分、

県知事配分が上回ったことなどから、当初予算額と比べて３，６００万

円、１．８％の増額補正を行い、２０億１，４８０万６，０００円とし

ておりましたが、その後これとは別に企業のほうから修正申告があった

ことなどから、今回更に５，２００万円の増額補正を行うものです。最

後に、１款市税４項市たばこ税１目市たばこ税について、２，９００万

円減額補正し、補正後の予算額を４億５，０９０万６，０００円とする

ものです。内訳は１節現年課税分で旧三級品以外が２，７００万円、旧

三級品が２００万円、それぞれ減額となっています。旧三級品のたばこ

とは、わかば、エコーなどの６銘柄の紙巻たばこのことをいいます。平

成２７年度の税制改正により、これまで軽減措置がとられていた旧三級

品のたばこに係る特例税率が平成２８年４月１日に廃止されましたが、

経過措置として、税率は平成２８年度から平成３１年度までの期間で、

４段階に分けて引き上げられ増税となっております。健康志向の高まり

などにより、たばこの消費は減少してきており、増税による増収よりも

消費本数減による減収が上回ると見込んで、たばこ税については、前年

度当初予算額と比べて１，８７５万１，０００円、３．８％減額し、

４億７，９９０万６，０００円としておりましたが、本年１０月末まで

の実績に１１月以降の見込みを加味して、更なる減額が必要となったこ

とから、２，９００万円の減額補正を行うものです。税務課からの説明

は以上です。 

 

篠原財政課長 それでは、１２款２項１目２節児童福祉費負担金におきまして、

保育所運営費負担金を２５０万３，０００円減額しております。これは、
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私立保育所の入所児童の保育料につきまして、入所児童数の属する世帯

の所得の状況や兄弟児の状況などにより実績を見込み、減額をするもの

です。次の１３款１項２目１節民生使用料におきまして、保育所使用料

を１５１万１，０００円増額しております。これは、公立保育所に入所

する児童の保育料につきまして、入所児童数の属する世帯の所得の状況

や、兄弟児の状況などにより、実績を見込み増額をするものです。次に

１３ページ、１４ページ、１４款１項１目１節社会福祉費国庫負担金に

おきまして、５，４４７万３，０００円を増額しております。自立支援

給付費につきましては、生活介護や居宅介護等給付費、グループホーム

給付費、就労継続支援Ａ型・Ｂ型給付費などにおきまして実績を見込み、

補正をすることに伴い、その財源となります２分の１の国庫負担金

３，０１０万円を増額するものです。また、国民健康保険基盤安定費に

つきましては、保険料軽減の対象となった被保険者数及び平均保険料額

の算定により、一般会計から国民健康保険特別会計に繰り入れる額が確

定しましたので、その財源となります２分の１の国庫負担金２２７万

７，０００円を減額するものです。障害児支援給付費につきましては、

児童発達支援給付費や放課後等デイサービス給付費などにおきまして実

績を見込み、補正をすることに伴いまして、その財源となります２分の

１の国庫負担金２，６６５万円を増額するものです。２節児童福祉費国

庫負担金におきましては、２，８１８万６，０００円を増額しておりま

す。児童扶養手当につきましては、これまでの支給の実績を勘案し、児

童手当につきましては支給対象児童の減を見込み、補正することに伴い、

その財源となります国庫負担金をそれぞれ、４００万円、８６８万

９，０００円減額するものです。また、子どものための教育・保育給付

費につきましては、私立保育所・私立幼稚園・地域型保育事業の運営費

におきまして、処遇改善加算の拡充のほか実績を見込み、補正すること

に伴い、その財源となります２分の１の国庫負担金４，０８７万５，０００

円を増額するものです。次に、１４款２項１目１節総務管理費国庫補助

金におきまして、３４４万６，０００円を増額しております。これは、

「マイナンバーカード等の記載事項の充実」により、マイナンバーカー
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ド等への旧姓を併記することに対応するためのシステム改修費を補正計

上することに伴い、その財源となります１０分の１０の国庫補助金を計

上するものです。続きまして、２目１節社会福祉費国庫補助金におきま

して、５４万円を増額しております。障害者総合支援事業費補助金につ

きましては、障害者総合支援法及び児童福祉法の改正等に伴い、平成

３０年４月から施行の制度改正に対応するため、給付費等支払システム

改修費を補正計上することに伴い、その財源となります２分の１の国庫

補助金を計上するものです。また、２節児童福祉費国庫補助金におきま

して、７０万円を増額しております。子ども・子育て支援交付金につき

ましては、新たに社会福祉法人が児童クラブ事業を開始するに当たり、

その施設の改修費に対する補助金を補正計上することに伴い、その財源

となります３分の１の国庫補助金４２０万円を増額するものです。また、

母子家庭等対策総合支援事業費につきましては、高等職業訓練給付費等

の実績を見込み、補正をすることに伴い、その財源となります４分の３

の国庫補助金３５０万円を減額するものです。続きまして、４目３節都

市計画費国庫補助金におきまして、１，０８４万円を減額しております。

これは、小野田駅前都市再生整備計画事業に係る社会資本整備総合交付

金の額の決定がありましたことから、減額をするものです。次に、１５

款１項１目１節社会福祉費県負担金におきまして、１，９４１万６，０００

円を増額しております。国民健康保険基盤安定費につきましては、保険

者支援分におきまして、保険料軽減の対象となった被保険者数と、平均

保険料の確定に伴い１１３万８，０００円を減額するとともに、保険料

軽減分におきまして、保険料の軽減金額が確定しましたので、７９８万

５，０００円を減額し、合わせて、県負担金９１２万３，０００円の減

額をしております。また、国民健康保険負担軽減対策費につきましては、

福祉医療助成制度の実施に伴う国民健康保険に係る国の療養給付費等負

担金の減額分が確定しましたので、県負担金１６万４，０００円の増額

をするものです。自立支援給付費につきましては、国庫負担金と同様に、

その財源となります４分の１の県負担金１，５０５万円を増額するもの

です。障害児支援給付費につきましても、国庫負担金と同様に、その財
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源となります４分の１の県負担金１，３３２万５，０００円を増額する

ものです。１５ページ、１６ページ、２節児童福祉費県負担金におきま

して、１，９８７万９，０００円を増額しております。児童手当につき

ましては、国庫負担金と同様に、その財源となります県負担金１６６万

１，０００円を減額するものです。また、子どものための教育・保育給

付費につきましては、国庫負担金と同様に、処遇改善加算の拡充のほか、

実績を見込み、補正することに伴い、その財源となります４分の１の県

負担金２，１５４万円を増額するものです。続きまして、１５款２項２

目２節児童福祉費県補助金におきまして、１４５万円増額しております。

乳幼児医療助成費につきましては実績を見込み、補正することに伴い、

その財源となります２分の１の県補助金２７５万円を減額するものです。

子ども・子育て支援交付金につきましては、国庫補助金と同様に、児童

クラブ事業の開始に伴う施設の改修費補助金を補正計上することに伴い、

その財源となります３分の１の県補助金４２０万円を増額するものです。

次の３目１節保健衛生費県補助金におきましては、分娩件数の増加によ

り、産科医分娩手当補助金を補正することに伴いまして、その財源とな

ります３分の１の県補助金１７万円を増額しております。次の１７款１

項２目１節教育費寄附金におきましては、今年度、１事業者２個人から

寄附がありましたので、これを受け入れるもので、５１万円を計上して

おります。１８款１項１目１節の財政調整基金繰入金につきましては、

このたびの補正に係る財源調整により、３億１７１万２，０００円を減

額計上いたしております。また、３目１節まちづくり魅力基金繰入金に

つきましては、山陽地区公立保育所整備事業に係る基本設計委託料を補

正することに伴い、１８０万円を減額しております。次に、１７、１８

ページ、１９款１項１目１節の前年度繰越金につきましては、９月議会

におきまして平成２８年度一般会計決算の認定を受けましたので、その

歳計剰余金４億８０５万４，０００円を処分するものであり、３億

７，８０５万４，０００円を増額計上しております。続きまして、２０

款４項２目３節民生費雑入におきましては、２８年度に山口県後期高齢

者医療広域連合に対して支出した療養給付費負担金につきまして、精算
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の結果、還付されることとなりましたので、２，５７３万４，０００円

を計上しております。次の、３目１節過年度収入におきまして、２，６８４

万６，０００円増額しております。保育所運営費国庫負担金、保育所運

営費県負担金につきましては、２８年度に交付を受けた、「子どものため

の教育・保育給付費国庫・県費負担金」の精算により、追加して交付を

受けることとなりましたので、国庫負担金１，２８７万３，０００円、

県負担金５９８万９，０００円を計上するものです。障害児支援給付費

国負担金、障害児支援給付費県負担金の精算分につきましては、２８年

度に交付を受けた、「障害児入所給付費等国庫・県費負担金」の精算によ

り、追加して交付を受けることとなりましたので、国庫負担金３６０万

２，０００円、県負担金１８０万１，０００円を計上するものです。未

熟児療育医療国庫負担金、未熟児療育医療県負担金につきましては、

２８年度に交付を受けた「未熟児療育医療給付費負担金」の精算により、

追加して交付を受けることとなりましたので、国庫負担金１７２万円、

県負担金８６万円を計上するものです。障害者医療費県費負担金につき

ましては、２８年度に交付を受けた「自立支援医療費（育成医療）県費

負担金」の精算により、追加して交付を受けることとなりましたので、

県負担金１，０００円を計上するものです。続きまして、２１款１項１

目２節大学債につきましては、大学校舎整備事業債におきまして、

７，９４０万円を増額しております。内訳としまして、学校教育施設等

整備事業債（７５％）を２億９，０６０万円減額し、合併特例債（９５％）

を３億７，０００万円増額することとし、地方債の充当替えを行ってお

ります。次の、４目５節都市計画債につきましては、小野田駅前都市再

生整備計画事業におきまして、８１０万円を増額しております。先の国

庫補助金の項目におきまして説明をしましたが、社会資本整備総合交付

金の額の決定により減額となった財源のうち、８１０万円を都市計画整

備事業債に振り替えることとしております。なお、これらの地方債の補

正につきましては、７ページの第３表地方債補正としまして、大学校舎

建設事業債及び都市再生整備事業債の限度額を変更しております。以上、

歳入につきまして説明いたしました。 
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河野朋子分科会長 説明が終わりましたので歳入地方債のところで質疑を受け

たいと思いますが、ちょっと区切ったほうがいいですかね。１１ページ、

１２ページで質疑を受けます。市税のところですね。市税に関して質疑

があればお願いいたします。 

 

笹木慶之委員 市民税の個人のほうの増額が理由が穏やかな回復基調にあり個

人所得の増加が期待できると判断ところによるという表現がありますが、

裏付けはどんな裏付けでしょうか。 

 

藤山税務課長 この文言を使いましたのは日銀下関支店が出している経済報告

の文言を使わせていただきました。あと、毎月勤労統計調査っていうの

がありまして、現金給与総額の伸びとかここら辺を考慮した結果こうい

った伸び率で予算計上を当初したところです。 

 

笹木慶之委員 いろいろの報道によりますと国の税収はかなり伸びておると、

ある意味嬉しい情報も入ってきておりますが、私も本市がどのような影

響を受けてくるかなという思いで見ておったんですが、なかなかこの辺

つかみにくいところだと思いますけど、それはそれとして理解いたしま

した。もう一点は企業のほうなんですが、一部の企業でと。これは企業

名挙げるわけにはいかんでしょうけれども、どういった関連の企業でし

ょうか。 

 

藤山税務課長 うちの基幹産業である製造業関係で特に２社ほど収益の伸びが

ありました。１社は４，０００万円近く、もう１社は３，０００万円近

く伸びたことで今回の増額補正となったところです。 

 

笹木慶之委員 それは同じような業種でしょうか。そうではないんでしょうか。 

 

藤山税務課長 そうではありません。 
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河野朋子分科会長 市税についてはよろしいですか。では、次の１３、１４ペ

ージはいいですか。なければ、１５、１６ページ。１５、１６ページは

なければ、１７、１８ページよろしいですか。地方債の件はよろしいで

すか。それでは今歳入と地方債のところに係る質疑を打ち切ってよろし

いですかね。それでは、職員の入替えがありますので５分休憩します。 

 

午前１１時４１分 休憩 

 

午前１１時４５分 再開 

 

河野朋子分科会長 それでは引き続き審査を行いまして、審査番号２番の部分

に入りたいと思います。人件費全般にわたってお願いいたします。 

 

辻村人事課長 それでは議案第８３号平成２９年度山陽小野田市一般会計補正

予算第５回のうち人件費全般の補正について説明します。一般会計補正

予算（人件費関係）説明資料３ページを御覧ください。このたびの人件

費の補正は、人事異動に伴う調整と決算を見込んでの給与等の調整を反

映したものです。一般会計全体では１，７３７万９，０００円を減額し、

補正後の額を４０億３，３１９万９，０００円とするものです。費目ご

との補正額の内訳は、２節給料については、４，２９２万７，０００円

を減額するもので、主な要因は、普通退職や育児休業等に係る給料の減

額等によるものです。３節職員手当等については、３，０６２万９，０００

円を増額するもので、主な要因としては、今年度の早期退職者分の退職

手当の増と時間外勤務手当の増額によるものです。次に４節共済費につ

いては、５９２万９，０００円を増額するもので、要因としては、共済

組合負担金の負担率の変動によるものです。次に７節賃金については、

臨時職員の勤務実績から１，０９８万６，０００円を減額するものです。

最後に１９節職員福祉費については、２万４，０００円を減額するもの

で、人事異動に伴う調整です。説明は以上です。 
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河野朋子分科会長 では引き続き、財政課のほうですかね。 

 

篠原財政課長 続きまして、２１ページ、２２ページ、２款 1 項８目財産管理

費の２５節積立金におきましては、財政調整基金積立金２億１，０００

万円を増額いたしております。これは、平成２８年度一般会計決算にお

ける歳計剰余金４億８０５万４，０００円の処分といたしまして、財政

調整基金に積み立てるものです。この補正によりまして、財政調整基金

の補正後の残高は３３億５，３３３万４，０００円となります。次に、

退職手当基金積立金につきましては、７，０００万円を増額いたしてお

ります。これは、将来の退職手当の原資とするために積み立てるもので

あり、退職手当基金の補正後の残高は、６億６，７５６万８，０００円

となります。以上です。 

 

河野朋子分科会長 続きまして、文化会館です。 

 

西田文化振興課長兼文化会館長 それでは、６ページの第２表債務負担行為補

正の現代ガラス展実行委員会負担金４１０万円について御説明いたしま

す。「第７回現代ガラス展ｉｎ山陽小野田」は、平成３０年（来年）７

月の開催に向け、既に「現代ガラス展実行委員会」等と連携を図りなが

ら準備を開始しているところです。来年１月年明けからは本格的に「ガ

ラス展」の開催準備を行うことに伴い、本１２月議会で「実行委員会」

への平成３０年度の市負担金の債務負担行為を計上し、「ガラス展」の

ポスター作成委託契約などに着手するものです。なお、平成２９年度の

「現代ガラス展実行委員会」負担金の予算３００万と、平成３０年度負

担金の債務負担の４１０万円と合わせ、「ガラス展」の「実行委員会」

への市負担金は合計で７１０万円です。以上です。 

 

河野朋子分科会長 以上で説明を終わりました。質疑に移りたいと思います。

人件費全般に当たって何か質疑がありますか。 
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長谷川知司委員 職員手当等は減っているんですけど、見ますと時間外勤務手

当は結構増えております。これはやはり仕事量においては必要だとは思

うんですが、この要因として業務が複雑になって大変なのか、あるいは

職員が結構少ないのか。そういった原因っていうのはどういうように考

えていらっしゃいますか。 

 

辻村人事課長 時間外につきましては、当初見込みと比べて増ということです。

業務量も多いところもありますけれども、当初絞っていた点もあります

のでそれに伴って実際の業務を見たところ、不足するということで今回

増額させていただいているという現状です。 

 

長谷川知司委員 よそでは過労死っていうのは結構問題になっています。当然

これについて人事課は職員の把握はされてらっしゃると思いますので、

今後も問題がないようにされたいと思います。 

 

河野朋子分科会長 意見ということでいいですかね。ほかに質疑はありますか。 

 

笹木慶之委員 今この表の中で任期付職員が５人ほど減っていますね。任期付

職員っていうのは、任期切れなんでしょうか。どうなんでしょうか。 

 

辻村人事課長 当初予定していた人数に対して中途で退職した者がおりますの

と、当初予定していた任期付のところに再任用とか他の職を充てたりし

たということで、当初から５名減ったということです。 

 

笹木慶之委員 私が思ったのは、任期付で雇用しておって、いわゆる辞められ

たということで５人おられるというのであれば、どうしたもんかなと気

がしましたので、そういうことではないんですね。いわゆる予算計上し

ておったけれども、措置しなかったというものがあるということですね。 
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辻村人事課長 今言われた点と、中途で辞められた方がいらっしゃるというこ

とです。 

 

髙松秀樹委員 今、笹木委員が言われたところは結構重要なところなのかなと

思って、任期付職員で任期が来る前に辞めると。それ相当の理由がある。

それはもちろん雇用主、行政の責任にあるものもあるだろうし、本人の

問題もあると思うんですが、その辺は把握はされておるんですか。 

 

辻村人事課長 職場環境ではなくて、あくまでも本人の都合で別のところに就

職といった形で辞められていると把握しております。あと本人の体調と

いうところです。 

 

髙松秀樹委員 職場環境がうんぬんとかよく聞く話なんで、来られた人の問題

もあるのかもしれませんけど、やっぱり行政側としては職場環境をきち

んとという意見も聞いたことあるので、そういうことがないように今後

もしていただきたいなと思いますけど、もちろんそのような形でやって

いただけるということですよね。 

 

辻村人事課長 任期付に限らず、正規職員を含めて職場環境は当然整えるべき

だろうとは考えておりますので、そういうところが原因で辞めるとかそ

ういうことがないようには心掛けたいとは思います。 

 

河野朋子分科会長 ほかにはいいですか。人件費に関して。それでは、人件費

の件については打ち切りまして、財政課、文化振興課に係るところで質

疑があれば受けますけれども、いいですか。じゃあ、この部分について

は質疑を打ち切ります。よろしいですかね。時間がもうお昼になります

ので、審査番号３番につきましては、午後１時から教育委員会関係にな

りますが、そこは１３時から始めさせていただきたいと思いますので、

午前の部はここで終わりたいと思います。お疲れ様でした。 
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午前１１時５５分 休憩 

 

午後１時 再開 

 

河野朋子分科会長 それでは、分科会を再開いたします。審査番号の３番に入

りたいと思います。教育委員会関係の歳出に係る説明をよろしくお願い

いたします。 

 

三輪学校教育課長 学校教育課から御説明させていただきます。６５ページ、

６６ページ、下の１０款２項２目１８節図書購入費３５万８，０００円

と、１枚めくって６７、６８ページにあります１０款、３項２目１８節

図書購入費１６万２，０００円を合わせて５２万円の増額は、寄附金を

財源に小・中学校に図書を整備するものです。寄附金の内訳は、市民の

方から２万円、市内の企業１社から２５万円、そして、その企業の代表

取締役の方から２５万円となっています。寄附金の配分は、市民の方か

らの寄附金２万円を小学校２校に１万円ずつ、企業からの寄附２５万円

とその企業の代表取締役の方からの寄附２５万円を合算して、小学校

１２校と松原分校に２万６，０００円ずつ、中学校６校に２万７，０００

円ずつとしております。６５ページ、一番下の１０款２項２目２０節新

入学児童学用品費３７５万６，０００円と、１枚めくって６７、６８ペ

ージ、上の３項２目２０節新入学生徒学用品費６１７万４，０００円の

増額は、経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に支給する

就学援助費の一つである、新入学児童生徒学用品費の支給時期を入学後

の７月１０日から入学前の３月中旬に前倒しするためのものです。なお、

この前倒し支給に伴い、平成２７年度に本市独自の制度として創設しま

した入学前に無利子で資金を借りられる入学資金貸付制度は役目を終え

ることとなります。このため、入学資金貸付金の予算額１０８万４，０００

円全額を減額することとし、このページの上半分にありますとおり、

１０款１項２目２１節に減額分を計上しております。学校教育課からは

以上です。 
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和西社会教育課長兼中央公民館長 続きまして６９ページ、７０ページについ

て御説明します。上の１０款５項１目１９節派遣社会教育主事負担金４０

万円の増額ですが、これは山口県から本市に派遣していただいている社

会教育主事１名の人件費に係る本市の負担額について、１０月初旬に県

から通知された額が当初予算額を上回り、予算不足が生じることになり

ましたのでお願いするものです。負担金の算定方法は、各市町に派遣さ

れている派遣社会教育主事の当該年度の給与費の総額から、前年度に国

が県の地方交付税で措置した給与費を差引き、残った額を県と市町で折

半し、その市町分を派遣人数で案分する仕組みになっております。今回

の補正は、昨年度に県の地方交付税措置額が減少したことが要因です。

教育費につきましては以上です。御審査のほどよろしくお願いします。 

 

河野朋子分科会長 説明が全部終わりましたので、まとめて質疑を受けたいと

思います。質疑はいいですか。 

 

髙松秀樹委員 先ほどの就学援助なんですけど、これはもちろん小学校、中学

校分かれているんですけど、大体それぞれ何人程度の補正になっている

んですか。 

 

三藤学校教育課学務係長 今回の補正に伴いまして、見込額としましたら小学

生が１３５人、中学生が１３６人を見込んでおります。これは新入学の

見込み予定者１０月１日現在で小学生５５５人のうち過去３か年の就学

援助の認定者率約２３％を乗じたものに不確定要素を足した人数です。

中学生につきましては、１０月１日現在５５３人の入学予定者を見込ん

でおりまして、こちらも過去３か年の就学援助の認定者率約２３．６％

を乗じたものに不確定要素の人数を若干足したもので１３６人と見込ん

でいます。 

 

伊場勇副分科会長 図書購入費で５２万円の金額が挙がっていますが、この図
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書を振り分けた先の選定理由をお聞かせください。 

 

麻野学校教育課主幹 まず、５２万円のうち２万円、こちらについては個人の

方の寄附となっております。これにつきましては１万円ずつ２回に分け

て寄附をいただいておりまして、従来からこの方につきましては１万円

ずつ寄附をずっといただいております。その関係で順番に小野田地区、

山陽地区、小学校に１万円ずつ振り分けをしております。それと、５２

万円のうちの５０万円、こちらにつきましては小・中学校に均等に割り

振りまして小学校が２万６，０００円ずつの１３校。松原分校を含みま

す。そして、中学校につきましては、今度２万７，０００円を均等に６

校。そういうふうな分け方で配分をしております。以上です。 

 

髙松秀樹委員 企業からの寄附だという話があったんですが、これはどこの企

業かっていう公表は無理なんですよね。今後も含めて。 

 

麻野学校教育課主幹 既に新聞で発表されておると思いますので申し上げます

と、株式会社明防さんから会社名義で２５万円、それと同じく株式会社

明防の代表取締役の伊藤博様から２５万、合わせて明防関係で５０万円

です。 

 

髙松秀樹委員 この企業及び代表取締役が図書費を寄附をした理由っていうの

があるんですか。 

 

古川副市長 会社設立何周年ということで、山陽小野田でずっと設立して会社

を大きくしてきて、２５周年の記念ができたからということで寄附の申

し出がございました。 

 

長谷川知司委員 寄附の図書の配布先なんですが、埴生幼稚園は全然関係ない

んですか。 
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河野朋子分科会長 今回小学校と中学校でしたが、幼稚園はどうなっているか

という質問ですかね。 

 

麻野学校教育課主幹 寄附は学校にということで指定をいただいておりますの

で、基本、学校のほうから配分しております。以上です。 

 

河野朋子分科会長 ほかに。よろしいですか。それでは、ここに係る質疑を終

わりまして、分科会に係るこの審議は以上で終わりたいと思います。お

疲れ様でした。 

 

午後１時９分 散会 

 

平成２９年（２０１７年）１２月６日 

 

一般会計予算決算常任委員会総務文教分科会長 河 野 朋 子   


